２０１０年中央社保協全国代表者会議　基調報告案
　日　時：１０年１月２２日（金）１３：３０～２３日（土）正午
　会　場：　大阪（大阪民医連会議室）
○はじめに

2009年は、真冬の日比谷「年越し派遣村」で始まり、真夏の総選挙で54年続いた自民党の政治が国民の手によって引きずり下ろされるという、極めて大きな政治的転換の年になりました。憲政史上はじめて、国民が一票の権利を行使し、政権を自らの手ですげ替えるという経験をし、新しい国づくりへの一歩を踏み出しました。貧困の克服・根絶という国家の役割・課題を放棄するばかりでなく、逆に拡大してきた自民党・公明党の政権が退場したことは、歴史の必然です。
こうした前向きな第一歩の変化をつくりだした背景には、派遣切りでもののように放りだされた労働者の怒り、年齢で切り捨てにする医療制度への怒り、医療崩壊への不安、無保険や窓口負担の重さから受診できない人々の悲しみ、生活保護の切り下げへの怒り、障害者の尊厳を傷つけた「自立支援法」への怒り、保育の充実を求める声など、社会保障制度全般にわたるこの間の諸施策（あるいは無策）に対する怒り・不満・不信があり、自らの生活実態からのやむにやまれぬ要求があります。そして、後期高齢者医療制度廃止を求める運動をはじめ、地域医療の崩壊をくいとめるたたかい、母子加算・老齢加算復活を求めるたたかい、「派遣村」のとりくみなどかつてないたたかいの高揚が力となりました。

こうした怒りや不満、要求を束ね、運動・たたかいを組織し得たのは、わたしたち社保協の存在があったということを大きな確信にしたいと思います。社会保障分野の唯一の地域の共闘組織として、地域・現場から連帯をつくり出し、たたかいを広げ、新たな情勢を切り開いてきました。
自公政権に取って代わった民主党政権のもとで、切実に転換を求める世論と、７月に予定される参議院選挙への影響もあり、わずかな譲歩や要求の前進がありました。しかし、１０年度予算編成を中心に、先送りや公約違反が目立ちはじめました。また政治資金をめぐる疑惑も明らかになり、自らの説明責任を果たそうとしていません。期待から不満・不信へというのがいまの国民の実感ではないでしょうか。
いまこそ、たたかいをさらに大きく広げなければなりません。たたかいしだいでは、公約の実現を迫り、要求の実現（譲歩）をひとつずつ積み重ねることが可能です。また、不満・不信を「あきらめ」ではなく、連帯・共同の認識に変えること、そしてこのたたかい・運動を通じて社会保障破壊の根本原因を多くの人々の共通の認識にすること、この視点でのたたかい強化が必要です。やむにやまれぬ実態から切実さを増している要求を実現させる経験を通じて、第二歩目への変化のエネルギーが生まれてくると確信します。
09年に生じた歴史的変化を、第二歩目の変化に進化させ、だれもが人間らしく生きられる社会の実現へ向け、それを支える権利としての社会保障を実現するために、いまこそがんばり時です。
○代表者会議の目的

①新政権発足という歴史の激動期の情勢を把握し、それにどう臨むのかの運動課題を確認する

②第５３回総会以来の活動を総括し、教訓と留意点を明らかにする

③全国の社保協活動を交流し、相互に学び合い、今後の活動の前進を意思統一する

１，情勢をめぐる特徴

１）世論と運動が切り開いた新しい情勢

　自公政権を引きずり下ろしたのは、無数の各地のたたかいのエネルギーであったと確信しています。貧困と格差を拡大してきた構造改革、社会保障破壊の政治への怒りのエネルギーが自公政権を崩壊させました。

　この怒りをたばね、たたかいを組織してきたのは私たちです。後期高齢者医療制度廃止でのさまざまな共同や無数の学習会、１万件を超える不服審査請求の組織、各地の派遣村のとりくみ、国保や介護をめぐる運動、大阪社保協発の子どもの無保険問題、東京での都立小児病院統合・廃止反対の運動など、無数のたたたかいが、社会保障を総選挙の争点に押し上げました。

　世論と運動が切り開いた新たな情勢を確信しましょう。

　一方、国民生活は、世界金融恐慌に発した景気の後退がつづき、政府による景気判断とは裏腹に悪化の一途をたどっています。雇用情勢も悪化を続け、昨年末の数倍にのぼる生活困難者、要支援労働者が発生しました。年末のボーナス削減や廃止で、住宅ローンの破産の急増も深刻です。デパート、スーパー、コンビニの売り上げも大幅に低下しており、中小零細企業の倒産も増加しています。デフレを宣言しながら、人勧にもとづく公務員給与の削減をすすめようという政府の政策は、この悪循環をさらに底に引っ張る愚策以外のなにものでもありません。

　年末年始の「公設派遣村」は、国や自治体が対応をしたという点で大きな前進でした。しかし、住まいや職を求める人は後を絶たず、昨年の日比谷派遣村よりも入村者が増えているにもかかわらず、行政の対応はきわめて不十分です。また来村者の実態が、「雇い止め、派遣切りで、去年よりも相談内容がはるかにきびしい」という状況を明らかにしました。

ほんとに安定した生活を取り戻すための、政治・政策の転換が求められます。国民生活を安定させる経済の復活、緊急の雇用の確保、安定した生活を支える社会保障施策の拡充が、急務の課題です。

２）新政権の１００日間

新政権は、「『構造改革』から国民を守り、国民生活第一を貫く」、「コンクリートから人へ」などをスローガンに掲げました。そのマニフェストでは、毎年の社会保障2200億円削減政策からの転換、公的医療費（診療報酬）をＯＥＣＤ並に増やすこと、医師増員、介護・福祉充実など、多くの部分で私たちの要求を反映しています。これからの運動次第で、医療、社会保障政策を転換させる可能性も持っています。

しかし、新政権発足から１００日を経て、鳩山政権の支持率は低下しはじめています。

政権についた民主党は、もともとは財界の要望に沿って03年の総選挙直前に旧民主党と自由党が合併して結成されました。以来、政権を争う「第二保守政党」として、財界が求める「構造改革」を自民・公明政権と競ってきました。「構造改革」への批判の高まりと運動のなかで、07年の参議院選挙から「国民生活が第一」をかかげ「対決型政治」の方針に転換しましたが、新自由主義・「構造改革」の路線ときっぱりと決別したわけではありません。反「構造改革」と「構造改革」推進という矛盾した実態が混在し、１０年度概算要求案づくりなど、「構造改革」推進が大きく頭を持ち上げはじめています。

なかでも後退の典型は、後期高齢者医療制度廃止の先送りです。明確に公約に反しての先送りです。この先送りに見られるように、制度面での構造改革からの転換に本腰で取り組む姿勢にはないことも次第に表面化してきています。
沖縄・普天間の米軍基地撤去をめぐって、「県外移設を模索し、国外移転をめざす」とした総選挙公約にそった対応方針を決定できずに迷走、「子ども手当」などの税金を個人家計に直接投入して低所得者層の可処分所得を増やす施策の財源を扶養控除廃止という庶民増税に求めようとするごまかし、高速道路無料化や揮発油税などの暫定税率廃止と「地球温暖化ガス排出規制」との政策矛盾、民主党と政権の二重権力状態、国会法｢改正｣などをめぐる非民主的な政治姿勢などの政治姿勢への批判も広がっています。

12月4日に閉幕した臨時国会では、郵政株売却凍結法や抽象企業金融円滑化法、議員立法の肝炎救済基本法など10の法律が成立しました。自民党が衆議院本会議での法案採決に一度も出席しないと言う異常な国会運営となったことに示されるように、与党の強引な運営が際立つ国会となりました。また、私たちの請願を個別議員対応に応ぜず、民主党県連を通じ幹事長室一本で受け付けるなど、国民の請願権を無視する対応もありました。民主党は、「大臣など政務三役は、民主党本部を経由しない陳情を受け付けてはならない」との方針を決定しており、国民の請願権を奪う暴挙です。

　民主党は、09年12月、全国から寄せられた約2800件の陳情を幹事長室で集約したとして、内閣に「重点要望」を出しました。しかし、「重点要望」として取りあげられたのは、わずか18項目にすぎず、陳情採用の基準やその理由も明らかにされませんでした。「重点要望」に採用されなかった大多数の国民の陳情は、内閣や各省庁に届けられることもなく、民主党本部の手によって、握りつぶされたのです。
民主党は、「構造改革」路線の転換に舵を切った訳ではありません。これまで一度も「憲法9条・25条を守る」とは言っておらず、民主党内部には、改憲推進派や新自由主義的構造改革をさらにすすめよう主張するグループも存在します。「事業仕分」でも大企業の利権や軍事費には手をつけませんでした。政府は、未だに日米軍事（安保条約）同盟やアメリカの「核の傘」論に縛られています。
2010年度の概算要求が95兆円規模に膨らむ一方で法人税などの税収が減少していることから、国債の大量発行が不可避の状況となっています。そのこともあって、予算の無駄を洗い直すことを目的に、事業の仕分け作業が行われました。
ワイドショー的な手法で支持を集めた行政刷新会議による「事業仕分け」では、主にコストパフォーマンス（費用対効果）の基準で予算を「廃止」するという乱暴な切り捨てが行われています。こうした作業を全面公開したことや天下りの無駄を削ったことは評価できるものの、これまで財務省内でおこなわれていた削減作業にすぎません。事業仕分けによる科学技術予算の削減に、東京大学をはじめ9大学の学長が、「学術文化の喪失に至る」と、異例の異議申し立てを行っています。オリンピックのメダリストたちがスポーツ予算削減に批判の声をあげました。
事業仕分けの手法は、みごとに「構造改革」路線の復活・継続を思わせます。また、「国もこれだけの削減をしたのだから、社会保障もがまんしろ」、「削っても財源が足りないから消費税増税しかない」といった論議に持ち込むねらいも垣間見られます。
政治主導で進められる政府税調の論議も、所得税と住民税の扶養控除（16歳未満）の廃止が先行し、中小企業減税が先送りされる一方で、研究開発減税の上乗せ措置や証券優遇税制の延長はいち早く決めています。庶民増税の一方での大企業優遇税制の温存という、構造改革路線承継の税制見直しが進められています。
財界･大企業は、企業利益の調整弁として、もののように労働者を切り捨てるやり方にまったく無反省のまま、その横暴を強めています。新年のあいさつでも、日本経団連の御手洗会長は、「新たな成長戦略の策定と税・財政・社会保障の一体改革」の推進を政府に迫り、「道州制を導入し地方分権改革」を行えと要望しています。経済同友会の桜井代表幹事は、「我々は2010年を『企業や個人が自主・自立・自己責任の精神の下、持続可能で活力ある経済社会の実現に向けて、改めてその行動を強化する元年』としていくことを決意している」と述べ、国民に対し、「個人の自助努力を基本にした社会保障制度の構築を考えるべきである。受益と負担の見直しに関し、マクロ経済指標に応じた給付水準の引き下げや消費税増税の議論と必要な負担の引き受けを避けるべきではない」と露骨に迫っている。
３）民主党連立政権の社会保障政策の問題

12月25日に閣議決定された10年度予算案では、生活保護母子加算の継続や10年ぶりとなる診療報酬のプラス改定（わずかですが）など、私たちの要求や運動が部分的に取り入れられました。子ども手当や高校授業料の無料化などは盛り込みました。しかし、後期高齢者医療制度の廃止を見送り、４月から全国平均で１３．８％の値上がりといわれる保険料にも抑制策を講じていません。生活保護の老齢加算も廃止のままです。高齢者には冷たい予算案になっています。
①後期高齢者医療制度の廃止

後期高齢者医療制度は、「廃止にむけて新たな制度の検討を進める」と先延ばしされました。野党時代の「即時廃止」をひっこめ、「４年以内の新制度移行」に方針転換しました。医療保険（健保・国保）を統合し地域保険として一元的に運用する「第１段階」として新制度を構築する予定です。「高齢者医療制度改革会議」を設置し、検討を開始しましたが、「一元化」の姿形はまったく見えません。また、一元化の方向に保険者は猛反発しています。自立支援法廃止の論議では、「自己責任」「応益負担」の原則の廃止が明確にうたわれています。しかし後期高齢者医療制度廃止の論議では、この点はあいまいにされています。ここに、後期高齢者医療制度に盛り込まれたこれらの原則を堅持し、財政負担を増やさない新たな制度構築のねらいを見て取ることができます。制度廃止がずるずると先延ばしされかねない悪路にはまり込んでいます。

すでに3万人の75歳以上に有効期限が半年の短期保険証が発行されており、2月にも資格証明書の発行が予想されます。後期高齢者医療制度は「構造改革」を推進するための制度として設計され、高齢者の医療費の抑制を目的とする制度です。そのため「自己責任」「受益者負担（応益負担）」の原則に貫かれています。制度が続く限り新たな被害を広げます。
　この制度の即時廃止は待ったなしの課題です。廃止の肝要は、自己責任や受益者負担といった「構造改革」的原則を廃止させることです。これは「構造改革」推進の勢力に大きな風穴をあけるたたかいでもあります。

　また一元化論議と関連して、朝日新聞を中心とする建設国保への攻撃が行われていることにも注意が必要です。当然の権利としての国庫補助をやりだまにあげ、「公平性」の名で、長年のたたかいと独自の努力で積み上げてきた「権利としての社会保障」を後退させる攻撃です。国保組合の解体、しいては建設労組の弱体化をねらう攻撃でもあり、国保全体への国庫負担をいっそう削減するねらいとも重なります。世界の主流は「窓口負担ゼロ」です。この方向をたぐり寄せる上で、建設国保は「宝」です。国が国保に対する責任を棚上げにしてきた経過こそ問題にされるべきです。
②診療報酬の引き上げ

診療報酬の引き上げ（０．１９％）も、「公的医療費（診療報酬）をＯＥＣＤ並に増やす」との公約には遠くおよばないものでした。この10年間、４回にわたるマイナス改定で、削減された医療費総額は１３．１兆円にのぼります。これが医療崩壊の原因であることは間違いありません。
　また、概算要求決定の過程では、財務省から「最低限はゼロでおさまるところまでやらないといけない」とのべ、薬価引き下げを含めたネットでの引き下げを示唆されるなど、明らかな公約違反の発言もありました。

　今日の「医療崩壊」を招いた最大の原因は、旧政権が強引に推進してきた医療費・診療報酬抑制策です。ところが、財務省が11月19日付で発表した「医療費予算について」は、こうした認識が微塵も感じられない資料であり、自民党政権が長年にわたり「医師偏在」論で医師の絶対的不足を覆い隠し、事態を深刻化させた誤った手法を繰り返すものでしかありません。だからこそ、「配分見直しは『マニフェスト無視』」（全国医学部長病院長会議の事業仕分けに対する声明）、「国には医療財源を大幅に増やすことを考えていただかなければならない」（全日本病院協会・西澤会長発言）など、病院関係者からも批判の声上がりました。

　政権交代しても医療に光があたらないとなれば、政治に対してわずかな望みをもっていた勤務医の失望と逃散を招くことは火を見るより明らかです。

　いまこそ、「コンクリートから人へ」のスローガンにふさわしい財政出動が求められています。この点では、経済波及効果の高い医療への財政投入が雇用対策とともに優先して行われるべきです。国民医療費への国庫負担率を高めれば、診療報酬引き上げによる保険料、患者負担への影響を緩和することは可能です。

　医療崩壊から再生への転換のためには、小泉構造改革路線が行った過去４回の診療報酬マイナス分7.68％を超えるネットでの引き上げが必要と考えます。特に異常に低く抑えられてきた歯科診療報酬は医科以上の引き上げが必要です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
③障害者自立支援法

障害者自立支援法をめぐっても、10月30日の全国大フォーラムで、長妻厚生労働大臣が「本当にみなさまに重い負担と苦しみ、尊厳を傷つける、この障害者自立支援法を廃止する、このことを決断しているところであります」とあいさつ。１月７日には、全国の障害者ら７１人が負担取り消しなどを求めた集団訴訟をめぐり、原告・弁護団と国側が、同法廃止や応益負担のすみやかな廃止などを定めた基本合意文書を交わし、国は自立支援法の反省を表明しました。しかし予算案では、廃止へ向けての極めて暫定的措置としての非課税世帯の負担の無料化が、「自立支援医療」が外されたこと、障害児の利用料問題や配偶者の収入認定などの基本的対応が放置されたことなど、根本的な問題解決から見れば、程遠い内容となりました。予算額も財政論の枠内で論議され、必要とされた３００億円が3分の1に削られ、中途半端なものになりました。障害者団体からは、「誠に遺憾。新政権そのものの基本姿勢やマニュフェスト重視の姿勢に対して疑問を抱かざるを得ない」「期待を裏切る」などの声があげられています。

④小泉「構造改革」が社会保障を破壊した

小泉「構造改革」によって、０２年度から、この自然増の費用を毎年2200億円も削減しつづけてきました（初年度は3000億円）。これらは、03年実施の健保本人3割負担、04年の年金「100年安心プラン」（保険料の毎年引き上げ）、05年の介護保険改悪（軽度者からサービス取り上げ）、0６年の医療改悪（後期高齢者医療制度など）、毎年のように行われた制度改悪などで具体化されてきました。

８年間の削られつづけてきた結果、0９年度末には削減の合計額が１兆６４３０億円にものぼります。０２年以降の累計額は、８兆円を越えます。

こうした大幅削減が、社会保障を破壊し、“医療破壊・介護地獄”などを生みだしました。

民主党政権は、2200億円の削減路線は転換しました。しかし、「国民生活第一」「いのちが第一」をかかげるなら、予算削減をやめるだけでなく、せめてこれまで削られた社会保障費用を元に戻す抜本的な財政の転換が必要です。最低限1兆6000億円の予算を社会保障に追加すべきです。
⑤社会保障政策の根本問題

抜本的な財政の転換を図る上では、「構造改革」として続けられてきた大企業減税をやめさせることなど税制の抜本的な転換、とくに大企業の横暴を許さず、正規雇用を確保し、ばく大な内部留保をはき出させる政治への転換が必要です。また軍事費や米軍思いやり予算などに大幅に切り込む財政転換が求められます。
この点では、日米安保５０周年の年に、安保によって削られてきた国民生活予算という分析やその面からの財源問題も考える必要があります。
こうした財政の転換は、この国のあり方をめぐる問題であり、「大砲かバターか」あるいは、資本家の搾取を取り戻して労働者のために使わせるという社会保障闘争の本源的なたたかいでもあります。

同時に、自立支援法廃止と後期高齢者医療制度の廃止の論議の違いでも明らかなように、社会保障費抑制の立場から、社会保障構造改革としてすすめられた「自己責任論」「受益者負担（応益負担原則）」などに対する立場が問われています。後期の先延ばしと一元化論議や、介護保険制度については一切触れようとしない政策動向、あるいは自公政権が狙ってきた保育所改革を推進しようとしているところにも、民主党政権が、これらの原則を止める立場になく、逆にその継続発展を狙っていることがわかります。

「自己責任論」「受益者負担（応益負担原則）」の廃止・転換は、社会保障の権利性回復の課題でもあります。

権利としての社会保障を高く掲げ、それが実現できる第２歩目の転換へ、たたかいを強めましょう。

４）医療保険制度をめぐる問題
①高すぎる窓口負担

　アメリカを除く世界の先進国の大きな流れは、「窓口負担の無料」です。日本では、四半世紀にわたる改悪の中で、自己負担3割となり、重い窓口負担がのしかかっています。窓口負担を苦にした受診抑制も広がっており、手遅れでなくなる人も生まれています。まさに、「社会保障崩壊」ともいうべき状況です。

　また無保険者の広がりが問題になっています。
　皆保険制度の実態を明らかにし、その建て直しをすすめると同時に窓口負担の段階的軽減に向けた運動を強化する必要があります。

また、協会けんぽ（旧政府管掌健保）も都道府県単位になり、財政赤字を理由に大幅な保険料値上げが予定されています。国庫補助金は削られたままです。

②国民健康保険

5千万人が加入する国民健康保険世帯の4分の3は、年所得200万以下であり、2008年の滞納率は20.9％となっています。資格証明書発行世帯（実質「無保険」状態）が34万世帯になっています。払わないのではなく、余りにも高くて払えないのが実態です。しかも、払わない人には、行政が児童扶養手当など個人資産の差し押さえまで強制執行する事態も生まれています。
最も高額な保険料を徴収している大阪府寝屋川市では年所得200万（40代夫婦と子ども2人世帯）の保険料は50万3900円にも上り、市の国保滞納率は3割を超えています。
国保の場合、本人、家族とも窓口では3割負担を払わなければなりません。さらに国民年金、介護保険料、利用料の支払いなども加わります。子どもがいる世帯にも資格証明書が発行され、2008年9月現在、全国で中学生以下の資格証明書発行世帯は3万3千世帯、高校生の無保険者が1万人にものぼります。国会で中学生以下への資格証明書発行は中止され、高校生の無保険状態を無くすとの表明がされました。しかし、自治体の窓口に受け取りに行かない限り活用できない場合が多いのが実態です。生活保護抑制政策をとり続けているにもかかわらず保護世帯・人は128万世帯・170万人（2009年10月現在）と1995年以来増加の一途をたどり過去最高となり、さらに増え続けています。
2008年、国保証取り上げによる「手遅れ死亡」事例は判明しただけで31人にのぼります（全日本民医連調査）。国保法第一条は「もって社会保障及び国民保健の向上に寄与することを目的とする」となっていますが、国による自己責任の強要、国庫負担の削減などによって、もはや社会保障といえる状況ではありません。医療機関への窓口未収金も膨大な額になっています。
　大阪社保協と門真市社保協の主催で行われた「門真市国保実態調査」が明らかにしたように、いま国保をめぐる状況は、その保険料が支払い能力の限界を超えています。各地でさらなる値上げの動きがあり運動を強めなければいけません。
　また、民医連などによる無料低額診療の運動がありますが、国保一部負担金減免（４４条減免）による窓口負担の軽減もさらなる運動家が必要です。

　国保をめぐる交流集会の開催を検討します。

③子どもの無保険で前進

　厚生労働省は１２月１７日までに、来年の通常国会に１８歳以下の子どもに一律に６ヶ月の短期保険証を交付する国民健康保険法の改正案を提出することを決定しました。これは無保険状態の高校生世代が救済されるとともに、１ヶ月や２ヶ月といった短期保険証が発行されている実態の中で、期間を６ヶ月としたことは、前進的な改善です。

１２月１６日付けの厚生労働省の「短期保険者証の交付に際しての留意点について」の通知は、短期保険証世帯について丁寧な対応をするよう指導しています。
前進面を確認するとともに、いまだなお３３万世帯に資格証明書、１２４万世帯に短期保険証が発行されています。留め置きなどによる無保険者も１００万世帯に上ると予想されます。根底にある高すぎる国保料（税）の問題もあります。

今回の改正を国保制度の抜本的な改正の足がかりとしていくために、

1，来年の「改正案」の成立を待つことなく、１８歳以下の子どもへの保険証交付をすみやかに実施すること（インフルエンザの流行もあり急がれます）

2，実質的な無保険となる「留め置き」などの未交付（未渡し）を止めること

3，滞納世帯に対する丁寧な相談を行うこと

4，高すぎる保険料（税）を引き下げること

5，子どもの医療費無料化を拡大すること

以上の諸点を、社保協として各自治体に対し緊急の要請を呼びかけました。

５）10年目の介護保険制度
昨年4月で介護保険は施行10年を迎えました。「介護保険10年」は「構造改革の10年」でした。利用者・家族の生活や介護よりも「財政の論理」を優先させた徹底的な給付抑制方針のもとで、介護の「取り上げ」や介護報酬引き下げ、基盤整備の総量規制が実施されました。創設時に掲げられた「介護の社会化」の理念は放棄され、家族介護の強要と介護の営利化・市場化が進行しています。軽度介護の切り捨て、施設等の居住費・食費の保険はずしを強行した2005年の制度改悪は、利用者、事業者双方にかつてない困難を押しつけるものでした。このように、相次ぐ制度改悪のため、介護は2つの危機に瀕しています。　

一つは、深刻な人手不足と経営難による介護事業所存続の危機、二つ目は、必要なサービスを利用できない利用者・家族の介護と生活の危機です。「介護心中・介護殺人」事件は、介護保険ができても減っておらず、増加しています。「誰のための」「何のための」介護保険なのかが正面から問われています。特別養護老人ホームへの待機者も約42万1千人（厚労省09年12月22日公表）と増加の一途をたどっています。
６）生存権裁判をめぐる動向

　＊別紙参照（老齢加算の復活に向け、３０万署名に取り組んでいます）
７）年金、年金機構移行問題（分限免職）

１月４日、社会保険庁を解体・民営化してつくられた日本年金機構の業務がスタートしました。年金機構は正規・非正規をあわせ職員数２万２５００人で、そのうち正規職員は１万６００人しかおらず、半分以上が有期雇用などの非正規職員です。年金記録問題などで業務量が増大しているにもかかわらず、社保庁のときよりも３０００人も職員が少なくなっています。さらに、保険料の徴収から記録管理、年金の給付や相談などの基幹的業務も民間委託するため、年金業務の継続性・安定性も確保されません。また、年金機構の理事長には日本経団連の元専務理事が就任し、理事１３人のうち８人が関連業界の大企業など民間人が占めています。

　厚生労働省は昨年１２月３１日、５２５人の社保庁職員に対して、民間企業の整理解雇にあたる分限免職処分を強行しました。厚労省は社保庁廃止を解雇の理由としていますが、国家公務員法の身分保障規定からすれば、業務が継承される限りその身分と雇用を引き継ぐことは当然であり、分限免職を適用することは許されません。加えて、厚労省は年金記録問題の解決のために３千人近くの増員を要求していたり、民間から千人を超える正規職員を年金機構に新規採用していることからも、整理解雇を行わなければならない客観的必要性も合理的な理由も存在せず、分限免職回避の努力も尽くされていないなど、二重三重に違法・無法な暴挙です。本来、労働者の雇用を守るためにある厚生労働省が自ら違法な解雇を強行したことの影響もはかりしれません。

　国公労連・全厚生は、年金機構の民主的な運営と公的年金制度の拡充のために運動を強めるとともに、不当解雇に対しては、その撤回と雇用の確保を求め、裁判でのたたかいも含め取り組みを進めています。
８）保育所改革

「規制改革会議」「地方分権改革推進委員会」などが、現行の保育制度を解体し、保育所と保護者との直接契約を基本とする仕組みに転換することを迫り、「骨太の方針２００８」では「保育サービスに係る規制改革については…平成２０年内に結論を出す」と閣議決定。厚生労働省は昨年１２月９日、社会保障審議会・少子化対策特別部会に、現行の保育制度に代わる「新たな保育の仕組み」を提案し、年内決定を迫りました。さらに「持続可能な社会保障構築とそのための安定財源確保に向けた『中期プログラム』」（１２月２４日閣議決定）では、消費税の大幅引き上げと連動させ、保育制度については制度の詳細設計（２００９年）、児童福祉法・次世代法改定の国会提案（２０１０年の通常国会）、全面施行（２０１３年度）というスケジュールを決定。社会保障審議会少子化対策特別部会は２月２４日、現行の保育制度を廃止し直接契約方式と直接補助方式を柱とする新制度への移行を提言しました。

民主党連立政権に変わっても、この流れは変わっておらず、いっそう強まっています。

市町村は認定のみを行い、これまで市町村が行ってきた入所決定は、利用者（保護者・子ども）と各保育所との直接契約にゆだねる方向が打ち出されています。まさに保育所入所が保護者の自己責任にゆだねられる方向です。

一方で、「地方分権改革」の名で保育所の設置・運営基準などのナショナルミニマムまでも切り捨てる動きも強めています。
　都市部を中心に保育所の入所希望が急増するなか、受け入れ先の保育所の実態や保育所整備の不足が大きな問題になっていますが、進めている内容は、従来の「構造改革」に固執する政府の姿勢そのものです。
９）地方分権改革の危険な流れ

　２００７年４月、地方分権委員会が発足し、先頃「第四次」となる最終勧告をまとめました。２０１０年３月の設置期限切れを前に、その実行は鳩山政権にバトンをたくした格好になります。分権委員会がこれまでテーマとしたのは、国道・河川管理などへの地方への権限委譲、国の出先機関の見直し、そして国が地方行政を法令でしばる「義務づけ」見直しなどです。

　鳩山内閣では、首相を議長とする地域主権戦略会議を設置、担当に原口総務大臣を据えました。通常国会に「地域主権改革法案」を提出するとしています。
　国の権限を委譲する、といえば聞こえはいいのですが、国の「義務づけ・枠づけ撤廃」は、いま保育所の設置基準でも大きな問題になっています。財政基盤の弱い自治体が、民間に業務を投げ出しコストカットをはかり、「より効率よく」運営してきたのは、いまにはじまったことではありません。こと社会保障・福祉分野については、それが「権利」ではなく「応分なサービス」にとってかわり、付帯するのが「（財政基盤が脆弱な）自治体居住民の自己責任」です。「国は外交と防衛さえやってくれればいい、あとはまかせてほしい」と豪語する自治体首長もいます。医療保険の一元化ともリンクします。
　経済同友会は、「新政権の主要政策である地域主権型の社会の構築においては、住民はサービスの受益者であると同時に地域政策立案の主体者でもある。したがって、政策の優先順位の選択は住民に委ねられ、その選択に伴う負担と結果責任も住民が負うことを自覚しなければならない」（新年あいさつ）と、地域主権の露骨なねらいを明らかにしています。
　この「地方分権」と「刷新会議」（業務仕分け）が、みごとにセットとなり機能していることがわかります。「予算を市民（国民）の手に」「情報公開」「透明性」「ムダをなくす」というキャッチフレーズは、たしかに新鮮であり評価すべき面もあります。しかし、地方への押しつけによる国の責任放棄、ナショナルミニマムの棚上げを許すわけにはいきません。動向を注視しつつ、必要な反撃が求められます。
１０）民主党「国会改革」の問題点

　与党三党幹事長らは、09年12月7日、「官僚の答弁禁止」などを柱とする国会改革関連法案を1月からの通常国会冒頭に提出することで基本合意しました。合意内容は、①政府参考人制度を廃止し、官僚の答弁を禁じる、②政府特別補佐人から内閣法制局長官を除外する、③政治家同士の国会論戦を行う衆参委員会とは別に、行政監視を目的とした「新たな場」を設け、官僚や有識者から意見を聴取する、するというものです。会談では、本年度予算審議から国会の新ルールを適用することまでが議論されています。
　「内閣法制局長官も官僚である」との理由から、政府特別補佐人として国会答弁が認められていた長官の答弁禁止を盛り込んだことは、内閣法制局の「海外での武力行使は憲法9条に違反する」との憲法解釈を、内閣が自由に変更できるようになる危険性が発生します。
　このような民主党の「国会改革」は、２１世紀臨調をはじめとして財界主導による改革であり、「与党と内閣を一元化」し、強力な首相のリーダーシップのもとに、「強権的国家」づくりをねらうものです。民主党がマニフェストのはじめにかかげる「衆議院比例代表定数80削減」もこの流れの中にあって、将来、単純小選挙区制をめざすものです。
　「国会改革」がめざすものは、国会機能を極限まで縮小・形骸化し、国会の法案審議権と行政監視権がおよばないようにし、政府提案法案を迅速に成立させることにあります。これでは、与党議員をふくめて国会議員は、議員としての権能を奪われ、議会制民主主義が根底から否定されることになります。
１１）困窮を深める国民生活の実態
　新政権によって、はじめて貧困率が発表され、１５．７％、７人に一人が貧困ライン以下という数字があきらかになりました。また、一人親世帯は５４％が貧困という数字も発表されています。年収２００万円以下の労働者が１０００万人を越えています。
　これらの数字は、生活後水準以下の生活を余儀なくされている人々が、生活保護受給者の１０倍近く存在しているという驚異的な数字です。

　なかでも子どもをめぐる貧困は、その実態を「社会保障誌」などで紹介してきましたが、社会の責任として一刻の猶予もなく解決しなければならない問題です。
こうしたなかで、1998年以来、2009年度（速報値）も含め12年連続自殺者が3万人を超えました。30歳代が急増していると言われています。世界に例を見ない異常な自殺率の高さです。

　あたりまえの人間らしい生活を送れる社会への転換は待ったなしの課題です。
２，「権利としての社会保障」の確立に力を尽くそう
１）この国のあり方＝福祉（社会保障）重視の国家への転換を
国民要求のトップは、社会保障の拡充にあります。福祉国家への転換に向けて、今をチャンスとしてとらえ運動をすすめることが必要です。
　「構造改革」によって広がった格差と貧困の結果、第1義的に解決しなければならない「貧困」が広範に存在していることが認識されたことです。湯浅誠氏は、これを「貧困の可視化」と表現しました。この貧困の原因に、社会保障からの排除があります。

貧困の解決、絶滅のためには、社会保障を再生させる以外に道はありません。総選挙でも社会保障が選挙戦の最大の争点になりました。ここまで社会保障が争点とされたことは過去にはなかったことで、国民の期待が社会保障の拡充にあることを示しました。

さらには、改悪を重ねてきた社会保障制度が、国民の生活を救えない、支えない仕組みになってしまっていることが明らかになり、社会保障・社会福祉はこのままでいいのかという問題が、新政権に突きつけられています。

社会保障・福祉の再生が日本の経済や地域をよみがえらせます。

　経済危機から国民を守るためにも、社会保障が果たす役割は大きいものがあります。

　社会保障の充実は、まず国民の暮らしを暖めます。暮らしが安定しよくなれば、安心が生まれ将来不安も解消されるでしょう。そしてなによりも社会保障の充実は、雇用の確保・拡大によってこそ実現されるということです。社会保障の仕事というのは、人と人との関係において成り立つ仕事です。社会保障の充実は、そこに働く人を増やしてこそ実現できるのです。また医療でも介護でも保育でも、働く側に人間らしいゆとりがあってこそいいサービスが提供できるはずです。社会保障の充実には、そこに働く人の労働条件の改善も含まれます。この分野での雇用の拡大がもたらす経済効果が大きいことも指摘されています。厚生労働省も、「国民の安心を確保することは、暮らしを支えるセーフティーネットという社会保障の本来目的に沿うだけでなく、個人消費を支え、有効需要や雇用機会の創出相まって、経済社会の発展を支える重要なものである」（08年度版「厚生労働白書」）と述べています。
　民主党連立政権は、２２００億円の削減方針を廃止するとしました。しかし、9年間に削られた分の復活がない限り、破壊や地獄、難民は解決しません。思い切った社会保障への予算の配分を行い、社会保障を再生させることが求められています。

　思い切った社会保障への予算の配分のためには、税金の集め方、使い方の転換が必要です。大企業の内部留保は２００兆円を越えるといわれ、国産競争力を理由に軽減されてきた大企業減税を止めさせるだけでも大きな財源が生まれます。こうした点からも消費税値上げには反対します。

　この間の運動で、社会保障分野での新たな共同が広がっています。
　たとえば、医療分野では日医関係者などの中で、「新政権の約束と違う」などの意見も出され、共同で運動しなければ医療崩壊をくいとめられないという認識が広がっています。これまで関係の無かった団体とも垣根が取れ、一緒のデモ行進をおこうなおうなどの声も出されています。すべての分野でこうした状況が生まれる可能性があります。

この共同をさらに広げるときです。
２）第５４回総会をめどとするとりくみの強化点
①「政権は変わったが、政治は変わっていない」が現状です。憲法25条をいまこそ基本にすえ、「権利としての社会保障」の確立に向けた運動に取り組みます。
　政権交代を力に、提案型運動で成果を勝ち取ります。まず、後期高齢者医療制度の即時廃止など、民主党が掲げたマニフェストと３党による「政権合意」に盛り込まれた課題を実現させる運動を重視します。
　また、７月に予定される参議院選挙にむけ、参議院選挙のマニフェストに私たちの要求を掲げさせるためのとりくみを強めます。
②その第一歩として、後期高齢者医療制度の即時廃止を求める運動を強化します。

　すでにとりくみのはじまっている「即時廃止の一点署名」を追求します。また、「新政権は廃止といっている」など、運動の盛り上がりに欠けていることも事実で、改めて「なぜ即時廃止なのか」「医療保険一元化構想の問題点」などの学習運動をひろげます。また、老人クラブへの申し入れなど、改めて共同を広げることも大切です。

　年金支給日を中心とした宣伝行動や街頭宣伝に力を入れます。

　各県広域連合では、保険料の見直し作業がはじまっています。すでに予測の発表された東京や大阪では大幅な保険料値上げとなる見通しです。当初値上げを抑えるための政府としての補助は見送られました。各広域連合の動向をつかみ、２年回の黒字分の還元や基金の取り崩しなどによって保険料をひきさげさせる運動をすすめます。
　また、厚労大臣通知はあるものの、資格証明書の発行が実施される可能性が強まっています。資格証をやめさせ、すでに発行されている短期保険証もやめさせるとりくみが必要です。

　北海道では、あらためて「廃止」の自治体決議があがっています。自治体決議も追求します。

③同時に、高齢者全体の生活をめぐる問題を重視します。

日本は、2007年に「超高齢社会（65才以上が、21％以上を超える社会）」となりました。2025年には、人口が減少し高齢者は30.5％、一人暮らしの高齢者が680万人（全世帯の37％）という世界でも経験のない「超高齢社会」が予測されています。「2025年」には、団塊の世代が75才以上になり人口の2割を占めます。人口の減少や高齢者の急増にどう立ち向かうか、日本の将来にかかわる課題です。現在のような子どもの貧困を無視した「少子化対策」でなく、フランスのような抜本的な子育ての政策的介入（1994年から14年間で合計出生率1.64から2.07へ）が必要です。政府・企業の手厚い出産・育児支援制度を実施し、仕事と子育ての両立を可能にして出生率を引き上げなければなりません。同時にそのことが実現したとしても人口が増加に転じるのは数十年後であり、当面の高齢者の急速な増加は、避けることは出来ません。「2025年超超高齢社会」は、高齢者の医療・介護需要が質量ともに急速に増加していく「すでに起こった未来」です。

高齢者・労働者とともに子どもが健やかに育つ地域医療、まちづくり、社会こそが、私達が未来へ向けて希望を託せる社会です。超高齢社会の未来予測を変える運動を強めます。

　当面、７５歳以上の窓口無料化の実現などの実現をめざします。
　生活保護老齢加算の早期復活に向け運動します。
2011年は5年の介護保険法の改定実施の時期です。給付抑制方針の継続、または単なる手直しにとどめるのか、それとも給付抑制方針そのものを根本から見直し、行き届いた介護を保障する「介護の社会化」の真の実現と、それを支える介護従事者が誇りをもって働き続けられる環境整備をはかるのかが大きな争点です。応能負担（負担は能力に応じて）・必要充足（給付は必要に応じて）の原則にもとづき、費用負担の軽減、現行認定法式、支給限度額廃止をはじめとする利用制約のしくみの大幅な是正、基盤整備の拡充のほか、「自立支援」など制度理念にふみ込んだ制度改革が必要です。介護改善を求める声と新たな共同を、地域から、現場から、大きく広げます。
「安全で安心な介護保障制度の実現を求める署名」を旺盛に広げましょう。
　同時にサービス制限（ローカルルール）をやめさせる運動を地域で重視します。
④最低保障年金の確立を
低年金、無年金問題を解消し、最低保障年金の実現に向け運動します。
⑤子どもの貧困問題を重視します

　国保未加入者も含む子どもの無保険の実態告発や調査をすすめ、無保険者をなくす運動に取り組みます。
　就学援助の取得も大事な課題です。

　地域における子どもの貧困の調査・分析、困っている家庭の早期発見、地域の情報収集、小中学校の教師・養護教諭・校医、学校薬剤師などとの連携と懇談などをすすめます。

　各地で子どもの貧困をめぐるシンポジウムなどの開催を追求します。
⑥住み続けられるまちづくり、営業を続けられる福祉の街づくりをすすめます。
地域老人訪問事業などの仕事興し、福祉興しの政策を提案します。とくに閉じこもり高齢者をなくす地域のネットづくりが求められています。
　高齢者が安心して入所できる施設の建設を求めます。42万人の待機者に見合う施設建設を追求します。
　内需の拡大、雇用の確保にとっても重要です。
　また、３～４月には、保育所の待機児童の増加が予想されます。保育所改革に反対し、「ポストの数ほど保育所を」の運動を追求します。
　国民健康保険の改善運動を重視します。また44条減免などのとりくみを広げます。
⑦権利としての生活保護の取得運動

再起を図るための生活手段として生活保護所得を支援・拡大します。
貧困率で見るように、現在の保護率はあまりに低すぎます。「権利としての生活保護を」の運動を展開します。
老齢加算の早期復活を求めます。
また、生活保護を担当する自治体担当者の少ないことが問題になっています。この増員を求める運動も必要です。
⑧失業保険の拡充を求めます

⑨「地域主権」「国会改革」の動向を注視し、必要な反撃の運動に参加します。また地方での現れにも注意が必要です。

３、参議院選挙に向けて
①調査活動・相談活動
　・都内巨大都営住宅などでの生活実態調査などを検討
　・地域での実態調査や、国民健康保険をめぐる課題での運動に力を入れます。
　・相談活動では、国が3月にふたたび「ワンストップサービス」を実施する予定ですが、この間積み上げてきた相談活動を継続します。その際、健康やメンタル面もふくめた相談が増加しており、社保協のネットを活用した相談員の配置などが求められています。また自治体などに主体となって相談活動を展開するよう働きかけることが必要です。
②署名・宣伝活動を強化します

・後期高齢者医療制度即時廃止の署名、安全で安心な介護保障制度の実現署名、老齢加算の復活を求める署名に力を入れます。

③参議院選挙を見通した運動
　・参議院選挙にむけた社保協の提案（マニフェストに盛り込ませる）を検討します
・わが国の社会保障の現実と、社会保障再生へ向けてのシンポジウムを検討します
④基本要求、重点要求を整理し、厚労省、財務省等との交渉。国会議員要請を強めます。
⑤学習運動を重視します。

⑥地域社保協の再活性化・強化を
⑦社保誌の拡大
４，当面する具体的な行動および日程

　　①通常国会での要請行動

　　②２・１高齢者集会

　　③全労連＝地域総行動（２月１５日～３月５日）

　　④４月３日東京集会（明治公園）

　　⑤中央社保学校＝９月２３日（木）～２５日（土）沖縄
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